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S p e c i a l  F e a t u r e

2026年7月15日、金融商品取引法及び資金
決済に関する法律の一部を改正する法律案が成
立し、同月23日に公布された（令和8年法律第
64号。以下、この法律を「本法」という。）。
本法では、我が国の金融・資本市場の変化に対
応しつつ、成長資金供給を拡大するとともに、
市場の公正性・透明性及び投資者保護を確保す
るため、暗号資産、サステナビリティ情報の開
示・保証、スタートアップへの資金供給、不公
正取引規制等に関する制度が整備され、原則と
して公布後1年以内に施行される 1。以下、本
法について概説する。なお、本稿において意見
にわたる部分は、いずれも筆者らの個人的見解
である。

Ⅰ　暗号資産に係る規制の見直し

１ 　背景と概要

従来、暗号資産は、決済手段の観点から資金
決済に関する法律（以下「資金決済法」という。）
で規制されてきたものの、足下では投資対象化
の進展が見られる。

例えば、金融庁で実施したアンケート調査
（2024年7月公表）では、投資経験者の暗号資
産保有率は7.3％と、FX取引や社債などよりも
高い状況となっている 2。また、業界団体のア
ンケート調査では、暗号資産の取引動機につい
て、約87％が長期的な値上がりを期待してい
ると回答しており、送金利用目的は10％程度
にとどまっている状況である 3。

加えて、国内の機関投資家でも、暗号資産への
投資意欲が高まっているとの調査結果もある 4。

1 　本法の施行時期は改正事項ごとに異なり、主な事項については以下のとおり（本法附則1条）。暗号資産に係る規制の見直し（本
稿Ⅰ）は、公布後1年以内に施行される。企業のサステナビリティ情報の開示・保証（同Ⅱ）及びスタートアップ・成長企業へ
の成長資金の供給促進（同Ⅲ）に関する改正事項は、2027年4月1日に施行される。有価証券に関する不公正取引規制等の見直
し（同Ⅳ）に係る改正事項は、原則として公布後1年以内に施行される。ただし、有価証券に関する不公正取引規制等の見直し
のうち、無登録業に対する罰則の引上げ等に係る規定は、2026年8月12日に施行されているほか、犯則調査手続のデジタル化に
係る規定は2027年10月1日に施行される。

2 　金融庁「リスク性金融商品販売に係る顧客意識調査結果」（2024年7月5日公表）
3 　日本暗号資産ビジネス協会「2023年度税制改正に関する要望書」添付2．「暗号資産の税務申告と税制改正要望に関するアンケー

ト調査結果」
4 　野村ホールディングス・Laser Digital Holdings AG「デジタルアセットの投資動向に関する機関投資家調査2024」（2024年6月

公表）
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